
5,265,000 95,880

1,570,000 50,636

2,659,000 168,400

140,000

28,400
118,116

6,835,000 146,516
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４　過不足額の精算

⑴　精算のしかた

イ　本年分の給与所得に対する年調年税額の計算ができましたら、その年調年税額と、先に集計した本

年分の毎月の徴収税額の合計額とを比べて過不足額を求め、その精算をしなければなりません。

ロ　徴収税額の合計額が年調年税額よりも多いときは、その差額分だけ納め過ぎていたことになります

から、その差額（過納額）は、その過納となった人に還付します。

　　これに対し、徴収税額の合計額が年調年税額よりも少ないときは、その差額だけ納め足りないこと

になりますから、その差額（不足額）はその不足となった人から徴収します。

ハ　過不足額の計算は、具体的には、所得税源泉徴収簿の「年末調整」欄を使って次のように行います。

イ　「年調年税額㉑」欄の金額と毎月の徴収税額の合計額「⑧」欄の金額との差額を求めます。
ロ　「㉑」欄の金額の方が大きい場合は不足額（税金を納付）、「⑧」欄の金額の方が大きい場合は超
過額（税金を還付）が生じたことになります。

ハ　このような過不足額は、所得税源泉徴収簿の「差引超過額又は不足額㉒」欄に「超過額」か「不 
足額」かを表示した上、記入します。

〔記載例〕　  所得税源泉徴収簿（過不足額の算出）

　年末調整による過不足額の精算方法には、㋑本年最後に支払う給与（賞与を含みます。）につい

ての税額計算を省略し、その給与に対する徴収税額はないものとして精算する方法（設例１）と、

㋺本年最後に支払う給与についても、通常の月分の給与としての税額計算を行った上で精算する方

法（設例２）とがあります。



362,000 48,778 313,222 5,500 5,50021 25

362,000 48,778 313,222 5,500 5,50022 27

362,000 48,778 313,222 5,500 5,500

4,380,000

50

0031106

61,460

1,490,000 77,071

5,870,000

4,154,400

797,572

 

 

71,550

45,000

 

1,140,000

2,054,122

138,531

2,100,000 112,500

112,500
26,031

26,031

26,031

－

－

－

23 26

366,000 49,318 316,682 5,620 5,62024 25

366,000 49,318 316,682 5,620 5,62025 25

366,000 49,318 316,682 5,620 5,62026 25

366,000 49,318 316,682 5,620 5,62027 25

366,000 49,318 316,682 5,620 5,62028 27

366,000 49,318 316,682 5,620 5,62029 25

366,000 49,955 316,045 5,620 5,620210 25

366,000 49,955 316,045 5,620

4,380,000 592,107 3,787,893

660,000 90,361 569,639

61,460

34,178

42,893

77,071

5,620211 26

366,000 49,955 316,045 － ▲26,031

34,178

42,893

▲26,0312

2

12 25

77 31

830,000 115,104 714,896

1,490,000 205,465 1,284,535

21212 10
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（設例１） 　本年最後に支払う給与についての税額計算を省略して年末調整を行う場合

　　　　　（配偶者に所得がなく、配偶者控除の適用を受ける場合）

１　年間給与総額 ５，８７０，０００円

２　同上の給与に対する徴収税額 １３８，５３１円

３　控除した社会保険料等（給与控除分） ７９７，５７２円

４　支払った一般の生命保険料のうち旧生命保険料分 ５０，２００円

　　支払った個人年金保険料のうち新個人年金保険料分 ５６，０００円

５　支払った損害保険料のうち地震保険料分 ４５，０００円

６　一般の控除対象配偶者（所得金額なし） あ　り

７　一般の控除対象扶養親族 １　人
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　 （設例１の説明）

１　この設例は、本年最後に支払う給与に対する税額計算を省略して年末調整を行ったものです。

２　１月から１２月までの普通給与の金額と賞与の金額との合計額５，８７０，０００円について、給与所 

得控除後の給与等の金額を「給与所得控除後の金額の算出表」（７９ページ以下参照）によって

求めると４，１５４，４００円になります。

３　社会保険料等の７９７，５７２円は、１月から１２月までの間に給与及び賞与から差し引かれた社会 

保険料等であり、その全額が控除されます。

４　生命保険料の控除額は、本年中に支払った一般の生命保険料のうち旧生命保険料分５０，２００円

に対する控除額３７，５５０円（５０，２００円×１４＋２５，０００円）と本年中に支払った個人年金保険料のう

ち新個人年金保険料分５６，０００円に対する控除額３４，０００円（５６，０００円×１４＋２０，０００円）との合計

額の７１，５５０円となります。

５　地震保険料の控除額は、本年中に支払った損害保険料のうち地震保険料控除の対象となるも

のが地震保険料分４５，０００円のみであり、その合計額が５０，０００円以下のため、４５，０００円となりま

す。

６　配偶者特別控除は、配偶者の合計所得金額が３８０，０００円以下で控除対象配偶者に該当するた

めその適用がありません。

７ 　「配偶者控除額、扶養控除額、基礎控除額及び障害者等の控除額の合計額」欄の金額は、「平

成２４年分の配偶者控除額、扶養控除額、基礎控除額及び障害者等の控除額の合計額の早見表」 

（１０４ページ参照）の「①控除対象配偶者及び控除対象扶養親族の数」の「２人」欄の金額 

１，１４０，０００円です。

８　所得控除額の合計額２，０５４，１２２円は、次により計算します。

社会保険料　　生命保険料　　地震保険料
等の控除額　　の控除額　　　の控除額　　　 扶養控除額等
７９７，５７２円   ＋　７１，５５０円   ＋　４５，０００円   ＋　１，１４０，０００円  ＝　２，０５４，１２２円

９　差引課税給与所得金額２，１００，０００円は、次により計算します。

給与所得控除後　所得控除額　　　　　　　　　差引課税給与
の給与等の金額　の合計額　　　　　　　　　　所得金額
　４，１５４，４００円 － ２，０５４，１２２円 ＝ ２，１００，２７８円→２，１００，０００円（１，０００円未満の端数切捨て）

１０　差引課税給与所得金額２，１００，０００円に対する算出年税額を「平成２４年分の年末調整のための 

所得税額の速算表」（８８ページ参照）によって求めると、１１２，５００円となります。

課税給与
所得金額　　　税率　　控除額　　  算出年税額

２，１００，０００円 × １０％ － ９７，５００円 ＝  １１２，５００円

１１　この設例の場合、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用がありませんので、上記「１０」

で求めた算出年税額が年調年税額（１００円未満切捨て）となります。

１２　年調年税額１１２，５００円と１月から１２月までに徴収された税額の合計額１３８，５３１円とを比較しま

すと、徴収された税額の合計額の方が２６，０３１円多いため超過額２６，０３１円が生じます。

１３　この超過額２６，０３１円は、過納額として本人に還付することになります。



481,500 67,283 414,217 8,000 8,00031 25

481,500 67,283 414,217 8,00032 27

481,500 67,283 414,217 8,000

5,809,500

38

0063178

123,990

2,490,000 212,878

8,299,500

6,269,550

1,190,876

 

 

85,500

15,000

110,000

1,390,000

2,791,376

336,868

3,478,000 268,100

268,100
68,768

10,790

57,978

57,978

670,000

28,000

－

－

33 26

485,000 68,065 416,935 11,27024 25

485,000 68,065 416,935 11,27025 25

485,000 68,065 416,935 11,27026 25

485,000 68,065 416,935 11,27027 25

485,000 68,065 416,935 11,27028 27

485,000 68,065 416,935 11,27029 25

485,000 73,140 411,860 10,790210 25

485,000 73,140 411,860 10,790

8,000

8,000

11,270

11,270

11,270

11,270

11,270

11,270

10,790

10,790

5,809,500 829,659 4,979,841

970,000 140,320 829,680

123,990

82,968

129,910

212,878

211 26

485,000 73,140 411,860 10,790 ▲57,978

82,968

129,910

▲68,7682

2
10

10

12 25

77 10

1,520,000 220,897 1,299,103

2,490,000 361,217 2,128,783

21212 10
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（設例２）    本年最後に支払う給与についての税額計算をした上で年末調整を行う場合

　　　　　（配偶者に所得があり、配偶者特別控除の適用を受ける場合）

１　年間給与総額 ８，２９９，５００円

２　同上の給与に対する徴収税額 ３３６，８６８円

３　控除した社会保険料等（給与控除分） １，１９０，８７６円

４　支払った一般の生命保険料のうち旧生命保険料分 ５３，０００円

　　支払った個人年金保険料のうち新個人年金保険料分 ５９，０００円

　　支払った個人年金保険料のうち旧個人年金保険料分 ８９，０００円

５　支払った損害保険料のうち旧長期損害保険料分 ２８，０００円

６　生計を一にする配偶者（給与所得の金額６７万円） あり

７　一般の控除対象扶養親族（年初２人、４月から１人） １人

８　特定扶養親族 １人
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　 （設例２の説明）

１　この設例は、本年最後に支払う給与に対する税額計算を省略しないで年末調整を行ったもの

です。

２　１月から１２月までの普通給与の金額と賞与の金額との合計額８，２９９，５００円について、給与所 

得控除後の給与等の金額を「給与所得控除後の金額の算出表」（７９ページ以下参照）によって

求めると６，２６９，５５０円（８，２９９，５００円×９０％－１，２００，０００円）になります。

３　社会保険料等の１，１９０，８７６円は、１月から１２月までの間に給与及び賞与から差し引かれた社 

会保険料であり、その全額が控除されます。

４　生命保険料の控除額８５，５００円は、本年中に支払った一般の生命保険料及び個人年金保険料の

それぞれの金額に基づいて、次により求めた金額となります。

　〔一般の生命保険料の控除額〕

旧生命保険　　　　　　　　　　　　　一般の生命保
料の金額　　　　　　　　　　　　　　険料の控除額
５３，０００円　×　１４　＋　２５，０００円　 ＝　 ３８，２５０円

　〔個人年金保険料の控除額〕

新個人年金保　　　　　　　　　　　  新個人年金保険
険料の金額　　　　　　　　　　　　  料に係る控除額
５９，０００円　×　１４　＋　２０，０００円　 ＝　 ３４，７５０円

旧個人年金保　　　　　　　　　　　  旧個人年金保険
険料の金額　　　　　　　　　　　　  料に係る控除額
８９，０００円　×　１４　＋　２５，０００円　 ＝　 ４７，２５０円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   新個人年金保険料と
新個人年金保険　　旧個人年金保険　　　　　　　　　   旧個人年金保険料の
料に係る控除額　　料に係る控除額　　　　　　　　　   両方に係る控除額
３４，７５０円　　＋　　４７，２５０円　　 ＝　８２，０００円　→　４０，０００円（最高４０，０００円）

　　計算した控除額のうち最も大きい金額は、旧個人年金保険料に係る控除額の４７，２５０円ですか

　ら、個人年金保険料の控除額は４７，２５０円となります。

　〔生命保険料の控除額の合計〕

一般の生命保　　　個人年金保険　　      生命保険料
険料の控除額　　　料の控除額　　　      の控除額
３８，２５０円　　＋　　４７，２５０円　　   ＝    ８５，５００円

５　地震保険料の控除額は、本年中に支払った損害保険料のうち地震保険料控除の対象となるも

のは旧長期損害保険料のみで、その合計額が２８，０００円ですから、旧長期損害保険料に対応した

地震保険料控除額の最高限度額の１５，０００円となります。

６　「配偶者特別控除額」欄の金額は、配偶者の合計所得金額６７０，０００円を「平成２４年分の配偶者

特別控除額の早見表」（８８ページ参照）に当てはめて求めた金額の１１０，０００円です。

７　「配偶者控除額、扶養控除額、基礎控除額及び障害者等の控除額の合計額」欄の金額は、「平

成２４年分の配偶者控除額、扶養控除額、基礎控除額及び障害者等の控除額の合計額の早見表」 

（１０４ページ参照）の「①控除対象配偶者及び控除対象扶養親族の数」の「２人」欄の金額 

１，１４０，０００円に、「②障害者等がいる場合の控除額の加算額」の「へ」欄により特定扶養親族の

２５０，０００円を加算した１，３９０，０００円です。

８　所得控除額の合計額２，７９１，３７６円は、次により計算します。

社会保険料　　生命保険料　   地震保険料　　配偶者特別
等の控除額　　の控除額　　   の控除額　　　控除額　　　  扶養控除額等
１，１９０，８７６円　＋   ８５，５００円   ＋　１５，０００円 ＋  １１０，０００円 ＋  １，３９０，０００円  ＝   ２，７９１，３７６円

９　差引課税給与所得金額３，４７８，０００円は、次により計算します。

給与所得控除後　所得控除額　　　　　　　　　差引課税給与
の給与等の金額　の合計額　　　　　　　　　　所得金額
  ６，２６９，５５０円  － ２，７９１，３７６円 ＝ ３，４７８，１７４円→３，４７８，０００円（１，０００円未満の端数切捨て）

１０　差引課税給与所得金額３，４７８，０００円に対する算出年税額を「平成２４年分の年末調整のための 

所得税額の速算表」（８８ページ参照）によって求めると、２６８，１００円となります。
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課税給与
所得金額　　　税率　   控除額　　算出年税額

３，４７８，０００円 × ２０％－４２７，５００円  ＝ ２６８，１００円

１１　この設例の場合、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用がありませんので、上記「１０」

で求めた算出年税額が年調年税額（１００円未満の端数切捨て）となります。

１２　年調年税額２６８，１００円と１月から１２月までに徴収された税額（１２月支給の給与については税

額計算のみ）の合計額３３６，８６８円とを比較しますと、徴収された税額の合計額の方が６８，７６８円

多いため超過額６８，７６８円が生じます。

１３　この超過額６８，７６８円は、本年最後に支払う給与から徴収すべき税額１０，７９０円に充当されます

が、徴収すべき税額を超える金額５７，９７８円（６８，７６８円－１０，７９０円）は、過納額として本人に還

付することになります。
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⑵　過納額の還付（超過額の精算）

イ　給与の支払者から還付する場合

イ　過不足額を計算した結果、過納額が生じた場合には、給与の支払者は、その過納額を年末調整を
行った月分（通常は１２月分。納期の特例の承認を受けている場合には、本年７月から１２月までの分）

として納付する「給与、退職手当及び弁護士、司法書士、税理士等に支払われた報酬・料金に対す

る源泉徴収税額」のうちから差し引き、過納となった人に還付します。

　　したがって、給与の支払者は、その月分として納付すべき税額から還付した額を差し引いた残額

を納付することになります。

ロ　年末調整を行った月分の徴収税額のみでは還付しきれないときは、その後に納付する「給与、退
職手当及び弁護士、司法書士、税理士等に支払われる報酬・料金に対する源泉徴収税額」から差し

引き順次還付します。

ハ　超過額を徴収税額へ充当した場合や過納額を還付した場合には、その内容を所得税源泉徴収簿の
該当欄（㉓から㉗）に記入します。

　  〔注意事項〕

１　年末調整をする本年最後の給与について、通常の月と同じように税額計算を行った上で年末

調整をした結果、超過額が生じた場合には、その給与から徴収すべき税額（その月分の税額）は、

まだ納付されていませんので、その超過額からその徴収すべき税額を控除した残額を還付しま

す。

　　なお、超過額よりもその徴収すべき税額の方が多いときは、その徴収すべき税額から超過額

を差し引いた残額を徴収することになります。

２　年末調整をした給与のうちに未払の給与が含まれている場合には、その計算上生じた超過額

のうちには、その未払の給与についての未徴収の税額が含まれていますので、その超過額から

その未徴収の税額を控除した残額を還付します。

　　超過額から未払給与分の税額を控除した場合には、その控除した部分の税額は、その未払の

給与を支払うときに徴収すべき税額に充当されます。

ロ　税務署から還付する場合（給与の支払者が還付できない場合）

イ　次の場合のように、給与の支払者が納付する「給与、退職手当及び弁護士、司法書士、税理士等
に支払われた報酬・料金に対する源泉徴収税額」がないか、あってもごくわずかであるため、給与

の支払者のところでは過納額の還付をすることができない場合には、税務署から給与の支払者に一

括して還付するか、あるいは過納となった各人に直接還付することになります。

①　解散、廃業などにより給与の支払者でなくなったため、過納額の還付ができなくなった場合

②　徴収して納付する税額が全くなくなったため、過納額の還付ができなくなった場合

③　納付する源泉徴収税額に比べて過納額が多額であるため、還付することとなった日の翌月から

２か月を経過しても還付しきれないと見込まれる場合

 ロ　イの①から③のいずれかに該当する場合には、給与の支払者は、各人ごとの過納額や還付を受け
ようとする金額の明細を記載した「源泉所得税の年末調整過納額還付請求書　兼　残存過納額明細

書」を作成し、各人の「所得税源泉徴収簿」の写しと「過納額の請求及び受領に関する委任状（連

記式）」とをこれに添付して、給与の支払者の所轄税務署に提出してください。

　　なお、過納額を平成２５年に繰り越して還付しているときは、平成２５年分の源泉徴収簿の写しも併

せて提出してください。

　　また、退職した人などで、前記の委任状の提出ができない人の分については、税務署から過納と
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なった人に直接還付することになりますので、「源泉所得税の年末調整過納額還付請求書　兼　残

存過納額明細書」は用紙を別にして作成してください。

　　〔参　考〕

◎ 　過納額が生じる場合

　過納額は、次のような場合に生じます。

①　年の中途で控除対象扶養親族が増えたり、控除対象配偶者を有することとなった場合

②　年の中途で本人が障害者、寡婦、寡夫又は勤労学生に該当することとなった場合

③　年間の賞与が比較的少なかった場合

④　年の中途で就職した人など１年を通じて勤務していない人について年末調整を行った場合

⑤　（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の控除額があった場合

⑥　配偶者特別控除の控除額があった場合

⑶　不足額の徴収

イ　不足額は、年末調整をする月分の給与から徴収し、なお不足額が残るときは、その後に支払う給与

から順次徴収します。

ロ　年末調整をする月分の給与から不足額を徴収すると、その月の税引手取給与（賞与がある場合には、

その税引手取額を含みます。）が、本年１月から年末調整を行った月の前月までの税引手取給与の平

均月額の７０パーセント未満となるような人については、「年末調整による不足額徴収繰延承認申請書」

を作成して給与の支払者の所轄税務署に提出し、その承認を受けて、不足額を翌年１月と２月に繰り

延べて徴収することができます。

（注）　この場合の不足額は、年末調整をする月分の給与（賞与）に対する税額計算を省略しないで通常どおり徴収税
額を計算し、その上で年末調整をしてもなお不足となる税額ですから、その月の給与に対する通常の税額につい
ては徴収繰延べは認められません。

　　　したがって、徴収繰延べを受けようとする人については、年末調整をする月分の給与（賞与）についても通常
の税額計算をした上で年末調整を行わなければなりません。
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（設例３）　最後に、これまでの説明の中で掲げた山川太郎さんの例を取りまとめてみると、次のようにな

ります。

１　年間給与総額 ６，８３５，０００円

２　同上の給与に対する徴収税額 １４６，５１６円

３　控除した社会保険料等（給与控除分） ９９２，４５４円

４　支払った一般の生命保険料のうち新生命保険料分 ２４，０００円

　　支払った一般の生命保険料のうち旧生命保険料分 ３６，０００円

　　支払った介護医療保険料 ４８，０００円

　　支払った個人年金保険料のうち旧個人年金保険料分 ７２，０００円

５　支払った損害保険料のうち地震保険料分 ３０，０００円

　　支払った損害保険料のうち旧長期損害保険料分 １９，６００円
（注）支払った地震保険料及び旧長期損害保険料のうち同一の損害保険契約に基づき支

払ったものはない。

６　一般の控除対象配偶者（給与所得の金額３０万円） あり

７　一般の控除対象扶養親族 １人

８　住宅借入金等特別控除額 １４０，０００円
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 （設例３の説明）

１　この設例は、これまでの説明の中で適宜記載例として掲げてきたものを取りまとめたもので、

本年最後に支払う給与（賞与）に対する税額計算を省略して年末調整を行ったものです。

２　１月から１２月までの普通給与の金額と賞与の金額との合計額６，８３５，０００円について、給与所 

得控除後の給与等の金額を「給与所得控除後の金額の算出表」（７９ページ以下参照）によって

求めると４，９５１，５００円（６，８３５，０００円×９０％－１，２００，０００円）になります。

３　社会保険料等の９９２，４５４円は、１月から１２月までの間に給与及び賞与から差し引かれた社会

保険料等であり、その全額が控除されます。

４　生命保険料の控除額１１５，０００円は、本年中に支払った一般の生命保険料、介護医療保険料及び

個人年金保険料のそれぞれの金額に基づいて、次により求めた金額となります。

　〔一般の生命保険料の控除額〕

新生命保険　　　　　　　　　　　　   新生命保険料
料の金額　　　　　　　　　　　　　   に係る控除額
２４，０００円　×　１２　＋　１０，０００円　 ＝　 ２２，０００円

旧生命保険　　　　　　　　　　　　   旧生命保険料
料の金額　　　　　　　　　　　　　   に係る控除額
３６，０００円　×　１２　＋　１２，５００円　 ＝　 ３０，５００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   新生命保険料と
新生命保険料　　　 旧生命保険料　　　　　　　　　　  旧生命保険料の
に係る控除額　　　 に係る控除額　　　　　　　　　　  両方に係る控除額
２２，０００円　　 ＋ 　　３０，５００円　　 ＝　 ５２，５００円　→　４０，０００円（最高４０，０００円）

　　計算した控除額のうち最も大きい金額は、新生命保険料と旧生命保険料の両方に係る控除額

　の４０，０００円ですから、一般の生命保険料の控除額は４０，０００円となります。

　〔介護医療保険料の控除額〕

介護医療保　　　　　　　　　　　　　介護医療保険
険料の金額　　　　　　　　　　　　　料の控除額
４８，０００円　×　１４　＋　２０，０００円　 ＝　 ３２，０００円

　〔個人年金保険料の控除額〕

旧個人年金保　　　　　　　　　　　　個人年金保険
険料の金額　　　　　　　　　　　　　料の控除額
７２，０００円　×　１４　＋　２５，０００円　 ＝　 ４３，０００円

　〔生命保険料の控除額の合計〕

一般の生命保　　　 介護医療保険　　　個人年金保険　　　　生命保険料
険料の控除額　　　 料の控除額　　　　料の控除額　　　　　の控除額
４０，０００円　   ＋　   ３２，０００円　　 ＋　　 ４３，０００円　　 ＝ 　　１１５，０００円

５　地震保険料の控除額４４，８００円は、本年中に支払った地震保険料の合計額３０，０００円及び旧長期

損害保険料の合計額１９，６００円のそれぞれに基づいて、次により求めた金額となります。

 地震保険料に
   係る控除額　　 旧長期損害保険料に係る控除額

   ３０，０００円　 ＋    １９，６００円　×  １２
  ＋　５，０００円  ＝  ４４，８００円

（注）地震保険料控除の対象となる損害保険契約等のうち、損害保険会社等から、地震保険料を支払ったこと
を証する書類及び旧長期損害保険料を支払ったことを証する書類いずれの発行も受けている契約がある場
合には、その契約に係る地震保険料又は旧長期損害保険料のうち選択したいずれか一方のみを地震保険料
控除の控除額の計算の対象とすることができることとなっています。

６　配偶者特別控除は、配偶者の合計所得金額が３８０，０００円以下で控除対象配偶者に該当するた

めその適用がありません。

７　「配偶者控除額、扶養控除額、基礎控除額及び障害者等の控除額の合計額」欄の金額は、「平

成２４年分の配偶者控除額、扶養控除額、基礎控除額及び障害者等の控除額の合計額の早見表」 

（１０４ページ参照）の「①控除対象配偶者及び控除対象扶養親族の数」の「２人」欄の金額 

１，１４０，０００円です。
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８　所得控除額の合計額２，２９２，２５４円は、次により計算します。

  社会保険料　　 生命保険料　     地震保険料
  等の控除額　　 の控除額　　     の控除額　　  扶養控除額等
  ９９２，４５４円   ＋   １１５，０００円  ＋   ４４，８００円  ＋   １，１４０，０００円 ＝   ２，２９２，２５４円

９　差引課税給与所得金額２，６５９，０００円は、次により計算します。

給与所得控除後　所得控除額　　　　　　　　  差引課税給与
の給与等の金額　の合計額　　　　　　　　　  所得金額
  ４，９５１，５００円  － ２，２９２，２５４円 ＝２，６５９，２４６円→２，６５９，０００円（１，０００円未満の端数切捨て）

１０　差引課税給与所得金額２，６５９，０００円に対する算出年税額を「平成２４年分の年末調整のための 

所得税額の速算表」（８８ページ参照）によって求めると、１６８，４００円となります。

課税給与
所得金額　　　税率　　  控除額　　  算出年税額

２，６５９，０００円 × １０％  －  ９７，５００円   ＝ １６８，４００円

１１　算出年税額１６８，４００円から住宅借入金等特別控除額１４０，０００円を控除すると、年調年税額は 

２８,４００円（１００円未満の端数切捨て）となります。

（注）住宅借入金等特別控除額が算出年税額を超える場合には、住宅借入金等特別控除額の全額（所得税源泉
徴収簿の「（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額⑳」欄の金額）を給与所得の源泉徴収票の摘要欄に 
「住宅借入金等特別控除可能額」として記載することとなっていますのでご注意ください。

１２　年調年税額２８，４００円と１月から１２月までに徴収された税額の合計額１４６，５１６円とを比較しま

すと、徴収された税額の合計額の方が１１８，１１６円多いため超過額１１８，１１６円が生じます。

１３　この超過額１１８，１１６円は、過納額として本人に還付することになります。
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